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１．はじめに
アーキテクチャ論に関する先行研究では，中国が得意とするのは「疑似
オープン・モジュラー型」１）であるとする静態的な考えが一般的であった。し
かし，これらの議論はある発展段階を背景とした理論形成に止まったのみで
はないか２）？なぜならば，中国は「疑似オープン・モジュラー型」に基づく
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１）藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社
２００５年。PP．１０-１７を参照。
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「コピー・改造」としての「模倣段階」にずっと居続けるという前提がある
ように思われるからである。
中国製造業は多様化な国内消費者ニーズの進化を追いかけねばならないた
め，同じ企業内で単純な一種類の生産システムだけで激しい競争の中で生き
残れるかだろうか，という疑問が生じる。中国製造業は，アーキテクチャの
選択戦略として，もはや単純に一つだけ選択するのではなく，多様な選択を
する段階に来ているのではないか？
私は，疑似オープン・アーキテクチャやモジュール化という語を，日本に
来て初めて知った。「日本における比較産業論」（池田信夫，国領二郎，藤本
隆宏など）やボールドウィン=クラーク［Baldwin, Carliss & Kim B. Clark
（２０００）］の書物『The Power of Modularity, Massachusetts Institute of
Technology.』が直接の対象として扱っているのはコンピュータ産業である
が，１９９０年代半ばから，日本において，IT産業や自動車産業に焦点を絞っ
たモジュール化論が独自に発展した。日本で初めて，知識（設計）と生産物
のモジュール化が情報交換と取引のネットワーク化と表裏一体的に発展して
いく論理構造を明らかにし，その産業アーキテクチャ的含意を体系的に論じ
た書物として，『オープン・ネットワーク経営』国領（１９９５年），『情報通信
革命と日本企業』池田（１９９７年）がある。
この産業アーキテクチャ論を研究し続けているのが，藤本である。『製品
開発力』（１９９３年，共編著），『生産システムの進化論』（１９９７年），『ビジネ
２）藤本理論がある発展段階を背景とした理論形成に止まっていることへの指摘につ
いて，下記の文献を参照。
①沼上幹「議論のためのノート『経営学の貢献と反省：サブテーマⅡ 事業論』」
（経営学史学会第２０回記念全国大会統一論題討論者コメント ２０１２年５月２６
日。明治大学駿河台校舎）『経営学史学会第２０回記念全国大会予稿集』PP．１-
５を参照。
②アーキテクチャの転換はインテグラルからモジュラーへの一方向性のものでは
ない。青島らは，「モジュラー化と統合化にはそれぞれ利点と欠点がある為，
そのどちらが強く出るかによって，システムは統合化に向かったりモジュラー
化に向かったりする」とも述べている。藤本隆宏 武石彰 青島矢一編『ビジ
ネス・アーキテクチャ：製品・組織・プロセスの戦略的設計』有斐閣 ２００１。
P．４５を参照。
２８８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
ス・アーキテクチャ』（２００１年，共編著），『日本のもの造り哲学』（２００４年）
などがある。彼は，日本のものづくりの強みは，得意な（相性がよい）アー
キテクチャ（オペレーション重視の擦り合わせ型製品）と歴史的に偏在する
組織能力（現場の統合力が偏在）であることを提唱した。さらに，アーキテ
クチャの産業地政学における比較優位論で，ヨーロッパやアメリカ，韓国，
中国，アセアンの得意なアーキテクチャと組織能力の偏在を分析した。そこ
では，中国の得意なアーキテクチャは労働集約的なオープン・モジュラー製
品であり，偏在する組織能力は出稼ぎ労働者の動員力であるとされた３）。
しかし，２００４年以後，過熱気味に急成長する中国経済が，国際原材料市
場の需給バランスを崩し原材料価格高騰の一因となるという新しい現象が加
わり，インフレ要因として警戒されるようになった。さらに，中国企業が国
際分業の中で担うのは，スマイルカーブのボトム部分である低付加価値部分
が多い上に，国際的に急激に進行する低価格化と技術的陳腐化によって，利
幅も小さく繁栄の期間も短いプロダクトサイクルが繰り返されている部分も
あった。サービス・生産コスト・購買戦略における優位性への依存だけでは
大手企業といえども外国ライバルに決定的な差をつけられず，しかも，モ
ジュラー型製品開発力の限界があり，モジュール化への依存のしすぎが独自
の製品開発能力の構築を遅らせた。貧富差や高齢化等の社会問題も発生し
た。こうして，出稼ぎ労働者を使い安い製品を作るという「世界の工場」と
しての中国が終焉を迎えようとしている。
これまで藤本から得意であると指摘されていた中国製造業の「疑似オープ
ン・モジュラー型」アーキテクチャは崩れる可能性がある。中国製造業は，
３）藤本の主張については，下記の書を参照されたい。
①藤本隆宏 武石彰 青島矢一編『ビジネス・アーキテクチャ：製品・組織・プ
ロセスの戦略的設計』有斐閣 ２００１年。
②藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社 ２００４年。
③藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社
２００５年。
④藤本隆宏 中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興
会 ２０１１年。
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いかにして現在の「疑似オープン・モジュラー型」アーキテクチャを，さら
に新たなアーキテクチャのステップに進化させるか。本論文では，アーキテ
クチャの視点からみた中国製造業の現状を検討し，今後中国製造業が生き残
るための多様なアーキテクチャ選択戦略の可能性について考察する。
２．アーキテクチャ論の理論的変遷
２－１．アーキテクチャ論の従来の定義
ア ー キ テ ク チ ャ の 語 源 は 古 代 ギ リ シ ャ 語 の「α ρ χ ι τ κ τ ω ν
arkhitekton」（アルキテクトーン）である。α ρ χ ι τ κ τ ω ν arkhetekton
は，「主な」「第１」「長」などの意味の α ρ χ ώϛ arkhos（アルコース）と，
「職人」，「工匠」，「名匠」，「大工」などの意味の τ κ τ ω ν tekton（テク
トーン）からなる。これから，ウィトルウィウスが著書『De Architectura』
の中でarchitectus（アルキテクトゥス）というラテン語を使った。この語は
「architectura」（アルキテクトゥーラ）と変化し，これから恐らくはフラン
ス語を経由し，英語のarchitecture（アーキテクチャ）になった４）。日本の
『大辞泉』と『大辞林』ではアーキテクチャーとして記入され，英語の
「architecture」と同じであった５）。
アーキテクチャは，元々は建築用語として使われたが，製造業において使
４）アーキテクチャの語源について，下記の文献を参照。
①竹林滋編『新英和大辞典 第六版』研究社 ２００２年。P．１１６を参照。
②ウィキペディアフリー百科事典http：／／ja．wikipedia．org／wiki／%E３%８２% A２
%E３%８３% BC%E３%８２% AD%E３%８３%８６% E３%８２% AF%E３%８３%８１% E３
%８３% A３を参照。ダウンロード２０１２年１１月０１日。
５）アーキテクチャー【architecture】について，下記の文献を参照。
①：①建築学。また建築様式。②コンピューターの特性を決定するデータの形式
やハードウエアの機能分担などを含めた，コンピューターシステムの基本構
造。小学館『大辞泉』編集部編『大辞泉 増補・新装版』小学館 １９９８年。
P．１参照。
②：①建築。建築学。建築様式。構造。②構造。構成。組織。③コンピューター
を機能面から見たときの構成方式。記憶装置のアドレス方式，入出力装置の構
成方式などをさす。一般に，同じアーキテクチャーのコンピューターには，ソ
フトウエアの互換性がある。松村明 三省堂編集所編『大辞林 第三版』三省
堂２００６年。P．１参照。
２９０ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
われたアーキテクチャという概念自体は，決して新しいものではない。
Clark［１９８５］６）の研究や，製造工程上の概念ではあるもののHayes and Clark
［１９８８］７）の研究においても，アーキテクチャという表現は見られる。また，
Alexander［１９６４］8）のように，早くから構成要素を機能単位で分化すること
の利点を示した研究も存在していた。これらHendersonら9）の研究以前の
アーキテクチャは，製品や工程の構造に関する記述に留まり，企業組織や産
業構造へのインパクトまでは言及されていない。製品アーキテクチャが経済
学・経営学の分野で本格的に議論されるようになった背景には，製品の構造
のみならず，より拡張的概念として経済活動を説明しうるという応用可能性
がHendersonらによって提起されたからである10）。
２－２．産業における古典的生産スタイル
まず，産業における最も昔から伝わってきた生産スタイルは手工業生産で
あった。（当然現代に至るまで存在している。）職人による手作り・一品生産
がそれである。作業場では，２～３人の徒弟を抱えた親方が伝承の技術を
使って，工芸品のような手の込んだ製品を受注生産した。使われる技術は，
経験によって習得した技能（暗黙知）をベースにしており，工具も自作で工
夫されることが多かった。それらの技術は門外不出であり，住み込み徒弟
（内弟子）にのみに伝承された。今日でも最高の顧客満足は手工業によって
もたらされている。例えば，イタリアやフランスの高級ファッション製品，
６）Clark, K. B. ［1985］ “The Interaction of Design Hierarchies and Market
Concepts in Technological Evolution,” Research Policy,１４（５）.
７）Hayes, R. H., and Clark, K. B.［１９８８］, Dynamic Manufacturing: Creating the
Learning Organization, New York: Free Press.
８）Alexander, C.［1964］, Notes on the Synthesis of Forum, Cambridge, Mass.:
Harvard University Press.（稲葉武司訳［１９７８］，『形の合成に関するノート』鹿
島出版会）
９）Henderson, R., and Clark, K. B. ［１９９０］, “Architectural Innovation: The
Reconfiguration of Existing Product Technologies and the Failure of
Established Firms,” Administrative Science Quarterly３５ ９-３０．
１０）佐伯靖雄「イノベーション研究における製品アーキテクチャ論の系譜と課題」
『立命館経営学』第４７巻 第１号 ２００８年５月。P．１３６を参照。
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フランスのワインやチーズ，ドイツやイタリアの家具や宝飾品，超高級ス
ポーツカーなどはみな手工業的生産スタイルによっている。品質は最高だ
が，価格も最高になる。一般大衆市場には向かない製造技術である１１）。
一般大衆向けの標準品は，イギリスで興った産業革命とその後のアメリカ
における大量生産技術によって量産された。単純大量生産の生産スタイル
は，重要予測に基づき，規格化された標準製品を大量に生産する。組み立て
られる製品は，互換性部品の使用によって，安価で大量に生産される。組立
て作業は，要素に分解され，標準作業に定式化され，単純繰り返し作業から
成り立つ。単純作業の遂行のため，大量の未熟練労働者が雇用され，簡単な
職場訓練の後，組立て生産に従事した。ブルーカラーの単純作業を統制する
ために集権的管理機構が形成され，権威主義的カルチャーが生まれた。巨大
なピラミッド構造を持った大量生産企業は，高度に発達した官僚主義の組織
文化を発達させた１２）。
２－３．産業におけるアメリカ発モジュール化の誕生
モジュラー生産は，単純大量生産モデルから分岐し，発展した技術であ
る。１９６０年代アメリカのIBMによるシステム／３６０の開発により生まれた１３）。
このアーキテクチャタイプでは，経営諸機能を標準化し，そのユニットの間
の接続面（インターフェイス）をオープン・アーキテクチャによって設計す
るシステムの総称である。同様に，製造プロセスも，一つ一つの製造ユニッ
トが標準的な設計思想で作られていて，ユニット間の結合方式は規格化され
たインターフェイスによってデザインされている。したがって，個々の部品
やコンポーネント（機構部品），サブアッセンブリ（下位部分の組立て）は
「オープン・モジュール」として設計され，コモディティー（標準的中間製
１１）安室憲一『徹底検証中国企業の競争力：「世界の工場」のビジネスモデル』日本
経済新聞社 ２００３年。P．６１を参照。
１２）同上。
１３）池田信夫『情報技術と組織のアーキテクチャ：モジュール化の経済学』NTT出
版 ２００５年。
２９２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
品）として大量に市販される。したがって，モジュラー生産方式では，経営
機能の一部やモジュール類を内製化せず，外部から調達するというアウト
ソーシングの戦略が広範囲に活用される１４）。
単純大量生産方式は，フォードのＴ型がその典型であったように，垂直統
合によりすべての原材料・部品を内製化する戦略（垂直統合戦略）を志向す
る場合が多かった。他方，モジュラー型生産では，モジュールの利用によ
り，広範なグローバル性を獲得し，どのようなシステムとも連結できる普遍
性を志向する。前者が巨大な垂直統合型企業を目指したのに対して，後者は
外部資源依存型のネットワーク企業を志向している。前者は後にハイアラー
キー型の官僚制組織文化を持つが，後者は開かれた平等主義的組織文化を志
向する。同じ大量生産型とはいえ，ビジネスモデルとしては異種の形態であ
る。
モジュラー型生産は，大量生産の遺伝子を引き継いでいるので，単純大量
生産モデルと同様の欠点を持っている。モジュラー型生産では，製品やサー
ビスは標準化された経営機能やモジュールの組合せから構成されるので，製
品やサービスそれ自体にユニークな特色を持たせることが困難である。した
がって，製品差異化が困難であり，低価格が魅力の商品になりがちである。
強みとしては，製品やサービスがオープン・アーキテクチャでデザインさ
れているので，（同じアーキテクチャを採用する）どのシステムとも接続が
可能である。また，高性能のモジュールが開発されれば，それを取り込むこ
とで製品の性能を飛躍的に高めることができる。つまり，ネットワーク性能
に優れている。したがって，世界中の部品会社やサービス提供会社からモ
ジュールやソフトウェアを調達できる。いわゆる電子商取引やサプライ
チェーンを作りやすい生産方式ということができる。
１４）モジュラー生産について，下記の文献を参照。
①青木昌彦 安藤晴彦編『モジュール化：新しい産業アーキテクチャの本質』東
洋経済新報社 ２００２年。
②池田信夫『情報技術と組織のアーキテクチャ：モジュール化の経済学』NTT
出版 ２００５年。
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モジュラー型生産では，製品企画を行う会社は製品やサービスの全体設計
は行うが，原則的に各モジュールの設計については関与しない。したがっ
て，部品業者との共同開発を前提とした「手の込んだ設計」が困難であるた
め，消費者の感動を呼び起こすような「見事なデザイン」の「コンパクト製
品」は望み難い。しかも，製品設計そのものが「リダンダンシー」（必要以
上の処理能力や余剰能力）を前提に作られるため，不格好で無駄の多い製品
になりがちである。つまり，様々なモジュールをインターフェイスの共有に
よって接続するために，各モジュールのキャパシティーにかなりの余裕を見
込んでおかないとシステムが機能しない恐れがある。市販のモジュールは，
あらかじめモジュール同士の相性や同期性を緻密に擦り合わせ，調整して作
られてはいない。製品設計の際に相当程度のリダンダンシーを織り込まない
と，ソフトが走らず，あるいは，システムが動かない場合が出てくる。「リ
ダンダンシー」（無駄の許容）は，モジュラー生産の不可欠な前提である。
日本風の「無駄なし設計」とは逆の発想である１５）。
３．アーキテクチャ論の変化からみた中国製造業
３－１．現代におけるアーキテクチャ論の台頭
現代におけるアーキテクチャ論は，ウルリッチが提唱したアーキテクチャ
についての最も重要な知見であり，製品のコンポーネント間機能的相互関係
の在り方であるアーキテクチャ特性は，インテグラル（擦り合わせ）型とモ
ジュラー（組合せ）型の２種類に分けられた１６）。またウルリッチは，製品
アーキテクチャの違いによって製品開発を行う組織やプロセスが変わること
にも留意している。モジュラー型である場合は，個別コンポーネントごとに
独立・併行となり，インテグラル型の場合は，開発組織は各コンポーネント
の担当部門から横断的に人を集めたプロジェクト型，あるいはマトリックス
１５）安室憲一『徹底検証中国企業の競争力：「世界の工場」のビジネスモデル』日本
経済新聞社 ２００３年。P．６５参照。
１６）Ulrich, K. T.［１９９５］, “The Role of Product Architecture in the Manufacturing
Firm”, Research Policy２４ ４１９-４４０．
２９４ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
型の組織になるとする。すなわちモジュラー化は社内の各コンポーネント部
門を独立化させ，インテグラル化は各部門を結合化させる影響を及ぼす１７）。
日本製造業の台頭とともに，現代において世界で一躍注目されたのは，イ
ンテグラル型（統合型）生産である。インテグラル型（統合型）生産は垂直
統合型の大量生産システムから進化したアーキテクチャであり，主にトヨタ
をはじめとする日本企業によって開発された。
統合型の設計思想は，システムの普遍性よりも，製品やサービスの差別化
を重視する。統合型生産は，一企業ないし企業グループの内部で親密な人的
ネットワークを形成し，無数に発達した非公式なコミュニケーション・ルー
トを利用して経営諸機能を調整し，同時並行的に製品開発を進めていく。製
造工程は機能的に細分化せず，工程間の接続面（インターフェイス）も標準
化しない。製造工程には，地場の中小企業の生産システムが複雑に取り込ま
れ，それ自体が機能的融合体となっている。大規模な組立て加工企業を中心
に，グループ内でのみ通用するインターフェイスが作られ，それがグループ
企業の結束に役立っている。
電子商取引の仕組みも，グループ内だけで通用する設計になっていて，他
社のシステムとの連結は意図されていない。部品・コンポーネントは，基本
的に「純正部品」やクローズド・モジュール（グループ内でのみ通用）とし
て設計され，意図的に他社との代替性・接続可能性が回避されている。ビジ
ネス間の電子商取引（B２B）のようなオープンな調達システムに参加する
ことが難しい１８）。
インテグラル型の強み１９）は，その独特な設計思想に基づく差異的特徴を
持ったオリジナルな製品・サービスの提供にある。インテグラル型の設計
１７）同上。
１８）安藤晴彦 元橋一之『日本経済競争力の構想：スピード時代に挑むモジュール化
戦略』日本経済新聞社 ２００２年。
１９）インテグラル型の強みについて，下記の文献を参照。
①藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社 ２００４年。
②藤本隆宏 中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興
会 ２０１１年。
アーキテクチャ論の変化からみた中国製造業 ２９５
は，開発段階から徹底的に無駄を排除（リダンダンシーの削減）し，考え抜
かれた微細設計を志向する。製品ごとに部品・コンポーネントを開発し，逐
一図面を起こしていく。開発された部品を付き合わせ，不具合を発見して
は，更に設計を変更する。こうして，現在の技術レベルで実現可能な最高の
設計，凝った仕様の製品を誇りとする企業文化を持つ。
究極の設計，最高の品質・性能を目指す理由は，常に最高の顧客満足を追
求し，妥協を許さない企業理念のためである。特に，機能とデザインが共に
重視されるファッショナブルな製品，人命に直結する製品やサービス，例え
ば，ファッション性の強いコンピュータやオーディオ機器，カメラや携帯電
話など，電子機器，ファッショナブルなバイク，安全性・経済性・環境性能
を重視した乗用車，医療機器，医薬品，食品加工などでは，インテグラル型
の設計思想が優位性を保っている。
現在インテグラル型生産が支配する領域は，技術進歩により，次第に限定
されていくと思われる。このため「日本的モノづくり」の特徴であるインテ
グラル型生産の強みは組立て加工部門よりも，部品やモジュールの開発・設
計，生産の方向に移行すると見られる２０）。この分野では，モジュール内部の
微細設計，他のモジュールとの同調性，特殊なソフトの組み込み，耐熱・耐
震性，軽量・コンパクト，経済性・省エネ効果，安全性，環境負荷の軽減，
リサイクル可能など，様々な特性を最大限に満たさなければならない。超レ
ベルのモジュールの生産が，インテグラル型技術が最大の力を発揮する分野
である。こうして，日本的生産のアーキテクトは，組立て加工部門よりも，
その前工程に当たる部品やモジュールの開発・設計，及び後工程のアプリ
ケーションソフトの開発に向かうことになる。
日本インテグラル型のアーキテクチャに貢献した藤本の理論によれば，イ
ンテグラル型生産スタイルは，日本の組織能力に合う一番理想な生産スタイ
２０）藤本隆宏『日本のもの造り哲学』日本経済新聞社 ２００４年。
藤本隆宏 中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興会
２０１１年。
２９６ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
ルとされる。歴史的に長期雇用・長期取引のシステムを形成してきた戦後日
本企業の得意技は，概してインテグレーション（統合），例えば部品設計の
微妙な相互調整，開発と生産の連携，一貫した工程管理，サプライヤーとの
濃密なコミュニケーション，顧客インターフェイスの質の確保などであっ
た。自動車や小型家電に限らず，こうした「擦り合わせ能力」や「まとまり
の良さ」が競争力に直結する製品では，日本企業の国際競争力は強く，日本
のモノづくりはインテグラル型を続けるべきだとする。世界の製造業に，日
本発インテグラル型生産は世界一の日本技術を生み出したというメッセージ
を伝えた２１）。
３－２．アーキテクチャ論に当面する課題と中国への影響
アーキテクチャ論について，日本において近年いろいろな変化が出てき
た。日本インテグラル型生産唯一論の基盤が動き始めたのである。まず，中
川功一は，アーキテクチャ特性は十数年程度の時間経過の中でゆっくり変化
したり，かなり頻繁に起こったりもする，としている２２）。また，沼上幹は，
「ものづくり」は太古以来「組合せ」と「擦り合わせ」に相互予定的に依拠
しており，モジュラーはアメリカ，インテグラルあるいは擦り合わせは日本
という議論が奇妙だ２３）とする。さらに，１０数年前より，ファインはコン
ピュータと自転車産業の研究から，モジュラー型とインテグラル型のアーキ
テクチャの転換概念を提起し，製品アーキテクチャは歴史的に両方のアーキ
テクチャ間を変化し続けてきたこと，またそれに伴いインテグラル型のアー
キテクチャでは垂直統合型の構造が，モジュラー型のアーキテクチャでは垂
直分業型の構造が選択されることなどを主張した２４）。
２１）同上。
２２）中川功一『技術革新のマネジメント』有斐閣 ２０１１年。
２３）沼上幹「議論のためのノート『経営学の貢献と反省：サブテーマⅡ 事業論』」
（経営学史学会第２０回記念全国大会統一論題討論者コメント ２０１２年５月２６
日，明治大学駿河台校舎）『経営学史学会第２０回記念全国大会予稿集』PP．１～５。
２４）Fine, C. H. ［１９９８］, Clockspeed: Winning Industry Control in the Age of
Temporary Advantage, MA: Perseus Books.（小幡照雄訳［１９９９］，『サプライ
アーキテクチャ論の変化からみた中国製造業 ２９７
２０１０年以後，佐伯靖雄［２０１２］の研究により，自動車の電子制御部品等
の組み込みシステムは，インテグラル型とモジュラー型双方の特徴を併せ持
つ，「ハイブリッド型アーキテクチャ」２５）であることが提起された。「ハイブ
リッド型アーキテクチャ」とは，製品を構成する諸要素およびそれらの開発
を行う組織について，同一階層における構成要素間の構造―機能間の対応関
係が，インテグラル型とモジュラー型との双方の特徴を併せ持つこと，と定
義されている。通常，人工物は理論上の完全なインテグラルと完全なモジュ
ラーとを両極としたスペクトル上に配置され，その中間形態は無数にあると
される。しかしながら，組み込みシステムは単一のスペクトル上に配置する
ことができず，要素技術ごとに複数のスペクトル上に跨ることになる。この
条件に該当する人工物には，設計論理が異なる複数の要素技術が製品内およ
び組織内に混在している。このような折衷的な製品および組織のアーキテク
チャを提起するにあたり，「多重システム」２６）の概念を援用する。
「ハイブリッド型アーキテクチャ」の概念はまだ新しく，理論的にさらに
詳しい検証が必要である。しかし，日本国内においても，長年主流であった
インテグラル型が進化し，多様なアーキテクチャが誕生しつつあることを証
明する可能性が出てきたと言えるだろう。
近年急成長を見せた中国製造業は，生産面及び輸出面での量の拡大に加え
て，比較的労働集約的な繊維産業から比較的技術集約的な機械産業に至るま
で国際競争力を向上させている。中国企業が成長した背景には，中国政府の
チェーン・デザイン』日経BP）
２５）佐伯靖雄『自動車の電動化・電子化とサプライヤー・システム』晃洋書房 ２０１２
年。PP．１５３-１６７を参照。
２６）青島［１９９７］は，「システムの性質がその構成要素間の相互依存性によって特徴
づけられるとするなら，統合アーキテクチャをもった製品とはそれ自身複数のシ
ステムを内包している『多重システム』ととらえることができる」とし，多重シ
ステムを把握する上でシステム分化と要素分化とを提示した。前者は製品システ
ム観ごとに（もしくはそれを反映した部品の機能別・性能別）タスクを分割する
ものであり，後者は部品の物理的構成要素別にタスクを分割するものである。同
様の議論は植田［２００１］にも見られる。植田は，「システム化とモジュール化は
いずれも既存の部品の統合を意味するが，一般にシステムは機能を中心とした統
合，モジュール化は物理的な範囲を中心とした統合と考えられる」と述べている。
２９８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
政策だけではなく，アーキテクチャ特性の変化に乗れたことがあるのではな
いかと私は考えている。
１９８０年頃から，中国企業は市場ニーズに応えて消費財工業中心に転換，
先進国の技術を積極的に導入し始め，労働集約手工業生産を形成した。技術
レベルは古典的手工レベル，初級の技術導入段階であった。生産特徴は粗製
乱造の生産であったため，技術がほとんど要らない労働集約的な繊維産業が
成長した。
また，導入技術の国産化時期１９９０年代に入ると，第７次５か年計画によ
り導入された技術国産化の促進で，企業間の競争は次第に激しくなり，政府
の関与は弱まって，製品の普及率は急速に高まった。その頃から，先進国に
おいても，カラーテレビや，洗濯機冷蔵庫など，家電製品のアーキテクチャ
はインテグラル型から成熟したモジュラー型に変化した２７）。その影響で，①
単純大量生産を形成，②特に中国家電産業における製品供給は日本家電メー
カーの買手市場に転換・中国で垂直非統合型・労働集約モジュラー型を形成
した。技術レベルは初級「模倣段階」で，特徴は安い賃金・単純な組立てで
あった。
さらに，２０００年以降グローバル化への移行期に入って，「以市場換技術」
政策により，ハイテク関連分野の外資企業による１００％ 出資の独資企業が増
えてきた。しかし，このことは中国企業の外国技術への依存性をもたらし，
R&D経費投入を避ける傾向を生み出し，疑似オープン・モジュラー型を形
成した２８）。技術レベルは「模倣段階」技術の模倣乱用であった。特徴は知的
所有権の無視で，残念ながら，日本の１９５０年代のように外国技術の模倣や
技術導入を主とする段階であった。
しかし，その「模倣段階」技術を持つ中国企業は，中国国内市場ニーズの
一部と同じレベルの新興国市場へ輸出するため，先進国で未開発のモジュ
２７）中川功一『技術革新のマネジメント』有斐閣 ２０１１年。P．９と第３章参照。
２８）藤本隆宏 新宅純二郎編『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社
２００５年。
アーキテクチャ論の変化からみた中国製造業 ２９９
ラー型生産の製品を自分の力で開発し，市場ニーズに合う成熟したモジュ
ラー製品を進化させた。
２００５年１２月に中国中央経済工作会議において胡錦濤総書記は“科学技術
自主創新の推進を全部の科学技術工作の突出した位置におくこと”，また，
“構造調整を推進し，国際競争力向上を中心環節とすることを堅持せよ”と
強い口調で述べ，そこに中国政府の焦りが見えた。強い成長志向の中，中国
の製造業はどう成長していくか？現状分析を中心に技術導入から自主技術創
新へ（２００５年末～）技術レベルは「コピー」から「リバース・エンジニア
リング」へ変化，改良型イノベーションへ成長する兆しが見えた。特徴は，
脱外国技術の模倣や技術導入を主とする段階に入ったことである。
中国においては，インテグラル型生産システムは不可能だと多くの学者か
ら指摘された。その根拠は，アーキテクチャについてはモジュラー型とイン
テグラル型で求められる組織能力が違い，中国企業の組織には固有の組織文
化があり，どちらかと言えばモジュラー型に求められる組織能力を持つため
とされた。
しかし，近年の沼上らの考えにあるように，歴史的にみると，「ものづく
り」は太古以来「組み合わせ」と「擦り合わせ」に相互予定的に依拠してき
た。組織能力もその時代の環境から変化していく。藤本も，日本における現
在の組織能力の形成は戦後の日本から形成されたものと検討した。中国は深
い歴史を持つ国である。ある一時点の状況から，人や物のすべての可能性を
否定する主張は妥当であろうか？
３－３．中国製造業におけるアーキテクチャの現状
１９９０年代半ばからWTO加盟に備えるため，中央政府は産業・企業に対す
る監督部門や規制内容を次第に縮小し，撤廃していった。産業政策は，市場
保護から競争促進の方向に転換し，製品の輸入関税も次第に下がり始めた。
企業体制の改革が深化し，所有制の多元化，公有制の在り方の多様化も認め
られた。関税の撤廃や市場の開放に伴って，多国籍企業が積極的に中国に進
３００ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
出し，中国国内市場の競争が一層にグローバル化していった２９）。
中国では，ダイナミックな経済成長によって国民の生活費収入が年々増え
ている。このことは国民生活水準の向上をもたらすと同時に，衣食などの生
活の基本条件さえ保障されない「貧困人口」の減少に大きく役立っている。
（１９７８年から１９９５年の間，全国農村の貧困人口は２．５億から６，５００万人に
減少し，世界貧困人口に占める割合は４分の１から２０分の１までに低下し
た。）
しかし，その一方，市場メカニズムの働きにより，収入配分の過程におけ
る様々なアンバランスが生じ，「市場経済の悪弊」，「社会安定を崩す隠然た
る要素」のデメリットとして捉えられるケースも多い。だが，次世代の消費
を索引する消費階層形成の面においては，プラス評価もある。中国政府の期
待は，富裕層の消費水準が中間層の消費水準を牽引し，さらに中間層の消費
水準が低所得層の消費水準を牽引することによって，市場経済の定着を目指
していくところにあった３０）。
１９９８年から政府は国営企業の所有制度改革，銀行改革，行政改革という３
大改革を実行し始めた。労働雇用の自由，経済発展の更なる加速に伴う労働
集約モジュラー生産システムの形成により，農村から都市への大量の人口が
移動し，１９９５年から都市の人口は毎年２，０００万人ずつ増え続けた。都市と農
村では一人当たりの所得格差が実質６倍あり，都市の人口の増加は国内消費
を刺激する大きな要素と見られた。国民全体の収入が増えると同時に，沿海
地区の都市には１９９０年代半ばから「中産階級」という一部富裕層（ニュー
リッチ）が形成され，次第に拡大している。これら新しい消費階層は，従来
の都市の消費スタイルを大きく変えようとしている３１）。
日本，欧米，韓国などの家電メーカーが中国に進出し，中国企業間でも激
しいシェア争いが起き，値下げ合戦が繰り返された。それまで中国企業はテ
２９）安室憲一『徹底検証中国企業の競争力：「世界の工場」のビジネスモデル』日本
経済新聞社 ２００３年。
３０）劉敬文『中国消費革命』日刊工業新聞社 １９９７年。PP．１３０～１５３を参照。
３１）中兼和津次『歴史的視野からみた現代中国経済』東洋文庫 ２０１０年。
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レビメーカーならテレビだけしか作っていなかったが，有力メーカーは国内
での合併を繰り返して総合家電メーカーに成長していった。企業の合併や淘
汰が進んだことで，メーカーの数もかなり絞られてきた。ハイアール，
TCL，ギャランツなどは競争を勝ち残り，２０００年以後からアジアや南米な
どへの海外投資も活発に行っている３２）。
家電製品の普及も一層進み，２００５年時点ではカラーテレビが都市部では
１３５％（一家に２台以上持つ家庭も増えてきた），農村部では８４％，冷蔵庫
が都市部では９１％，農村部では２０％ となっている。農村部にはまだ普及の
余地が大きいものの，電力価格が高いため，特に電力消費の多い家電製品は
鈍い伸びにとどまっている。
２００３年には，世界のDVDプレーヤーの８８％，ルームエアコンの４６％，
電子レンジの４２％，プラウン管テレビの４１％ が中国で製造されている。
１９９０年代前半，国内市場で信頼を失った家電メーカーの製品は，１９９０年代
後半になると中国の主要な輸出品となっている。中国メーカーは台頭した。
その要因は，生産管理能力向上による品質向上，生産規模拡大によるコスト
低減，販売網やサービス網の構築の３つだが，それ以上に重要なのは中国
メーカーの急速なキャッチ・アップを可能にした産業構造の変化である。つ
まり，時間とコストをかけて自ら基幹部品を開発するよりも，外資系の有力
メーカーや安いメーカーの部品・模倣部品を組み合わせて消費者の需要に
合った製品を手早く開発した方がいいという考えで生まれた産業構造である
（このような構造は，やがて，のちに海外のアーキテクチャ論者たちによっ
て疑似オープン・アーキテクチャと呼ばれ，アーキテクチャ議論の中に位置
付けて論じられることとなる）。
国際的視点から見ると，経済のグローバル化が深く進行するに従って，全
世界の産業分業の新体系と国際生産ネットワークが速やかに形成され，世界
３２）WTOに加盟後中国企業海外投資の活発化について，下記の文献を参照。
①魯桐『WTO与中国企業国際化』中共中央党校出版社 ２０００年。
②天野倫文 大木博巳編『中国企業の国際化戦略：「走出去」政策と主要７社の
新興市場開拓』ジェトロ（日本貿易振興機構） ２００７年。
３０２ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
の産業分業は水平分業から垂直分業に発展し，グローバル産業も出現し，研
究・開発，生産，仕入れなどの産業リンケージが世界的範囲で形成され
る３３）。産業転換も産業リンケージ転換の新たな特徴を呈する。世界の産業分
業システムの再構築プロセスにおいて，多国籍企業が主導的かつ支配的地位
に立つ３４）。
多数の多国籍企業は，金融危機の影響を受け，危機以前の急速な拡張から
収縮的調整に転じた。多国籍企業の中でも，特に，研究・開発のアウトソー
シング，設計のアウトソーシング，マーケティングのアウトソーシングサー
ビスの企業が生存と発展の苦境に立たされたことは，国際化にモデルチェン
ジ中の中国企業に大きな機会を提供した。つまり，中国の産業構造は，中国
企業がM&A等の方法の利用で国際資源の比較的高い階層を統合し，不足し
ていたハード資源（自然資源）とソフト資源（技術，ブランド，マーケティ
ングルート等）を得て産業の生産システムチェンジ，グレードアップを実現
することによって調整されたのである３５）。
中国国内から見ると，消費構造のグレードアップ（収入増加とともに進化
する消費階層の顕在化）および都市化の加速は，中国経済の内生的成長力で
ある。この内生的成長構造は，金融危機の影響変化を受けて変わるものでは
なく，工業化と都市化の進行が依然として持続しており，第１２次５か年計
画以降もしばらくの間，中国経済が早い成長を実現する基礎でありかつ前提
となるものである。
２００８年頃から先進国でも注目する中国の富裕層の成長とともに，彼らの
ニーズへの対応も必要になる。また，中国の多国籍企業においてはハイアー
ルやレノボのように先進国への進出もあり，製品を差別化し富裕層に対応可
能な製品も提供しないと成長できない。そのため近年，製造業のアーキテク
３３）範建亭『中国の産業発展と国際分業：対中投資と技術移転の検証』風行社 ２００４
年。
３４）ジェトロ（日本貿易振興機構）編『韓国・中国企業の欧米市場戦略』ジェトロ
（日本貿易振興機構） ２００７年。
３５）木村福成 丸屋豊二 石川幸一編『東アジア国際分業と中国』ジェトロ（日本貿
易振興会） ２００２年。
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チャはクローズド・インテグラル型へ変化の兆しがある３６）。その兆しを象徴
するのが，２０１１年の中国家電大手ハイアールによる三洋電機の冷蔵庫・洗
濯機事業の買収であった。同じ２０１１年，NECのパソコン事業が中国パソコ
ン大手のレノボと合弁事業となり，事実上レノボの傘下に移った。日本企業
は概して経営困難に陥っていたため，中国企業による買収が経営建て直しの
きっかけになるものとして歓迎され，また，中国企業は，日本企業の技術な
いしノウハウの取得を目的としているため，買収後に従業員の離反を招かな
いよう旧来のブランドや経営方法を尊重し，自分にないものを身につけよう
と戦略的行動をしている３７）。
現時点２０１３年において，大きく分けて３つの消費顧客層に対応するため，
中国製造業においては，中国国内市場において，アーキテクチャの多角化を
進めていると考えられる。しかし，現時点の実力条件においては，利益を追
求するあまり，「不適切」な技術成長により長期的な技術成長の可能性を失
うかもしれない。
４．終わりに―多様なアーキテクチャ選択戦略の可能性
アーキテクチャは時の経過によって変化する。ファインは，コンピュータ
と自動車産業の研究から，製品アーキテクチャは歴史的に両方のアーキテク
チャ間を変化し続けてきたこと，また，それに伴いインテグラル型のアーキ
テクチャでは垂直統合型の構造が，モジュラー型のアーキテクチャでは垂直
分業型の構造が選択されることを提起した３８）。また，中川功一の研究によ
り，アーキテクチャ特性は十数年程度の時間経過の中でゆっくり変化した
３６）藤本は，アーキテクチャがダイナミックに移行することの背景に，「アーキテク
チャを決めるのは究極的には顧客である」という考え方があることを指摘してい
る。「変化や多様性を好む顧客はモジュラー型製品を，統合性や洗練性を好む顧
客はインテグラル型製品を好む傾向がある」。藤本［２００２］，P．３１参照。
３７）服部健治 丸山知雄編『日中関係史１９７２-２０１２ Ⅱ経済』東京大学出版会 ２０１２
年。
３８）Fine, H. C. Clockspeed: Winning Industry Controll in the Age of Temporary
Advantage, Reading Perseus Books.１９９８年。
３０４ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
り，かなり頻繁に起こったりもすることも分かった３９）。
国際競争や国際分業の進展とともに，その国の比較優位は強化される４０）。
藤本・天野・新宅のアーキテクチャに基づく比較優位と国際分業の研究で
は，企業は自社の組織能力や自国の能力構築の環境との相性の良いアーキテ
クチャ分野を伸ばし，相性の悪い分野については相性の良い外国企業の組織
能力や能力構築の環境を有効活用する方法を模索することが提唱された。そ
れは，先進国のインテグラル型アーキテクチャ特性傾向が強い日本企業の発
展中心戦略になった４１）。
なぜ日本企業はそのような方法を模索することになったのであろうか？こ
の特性差が国際的な分業にも変化を及ぼす。クローズド領域では，新規参入
が起きにくく付加価値が集中し，差別化のための暗黙的知識やノウハウまた
は企業能力蓄積のブラックボックスとして機能するため，先進国企業が競争
力を発揮しやすくなる。特に，中核部品の高い技術能力が必要な領域では，
参入企業が限られるため，付加価値が集中して期待利益率が高くなる傾向に
ある。技術蓄積の大きい先進国既存企業は十分に差別化した部品を提供し，
新興国新規参入企業に対して競争優位を発揮することができる４２）。したがっ
て，多数の日本の学者は，クローズド領域が先進国企業にとっての生存領域
になると考えている。
２００９年以降，機械運輸設備など資本集約型の輸出も急速に増加した中国
では，製造業において資本集約型製品の大部分が，中核となる部品を輸入し
て加工，組立を行った上で輸出する加工貿易方式を取っている。輸出製品の
国内付加率及び技術価値が，おしなべて低いということである。中国の輸入
が世界市場に占める割合も顕著に上昇し，世界の機械運輸設備産業の成長に
貢献していることは，主要輸入元の日本と韓国が国際的に長期にわたり機械
３９）平松茂実『モジュール化グローバル経営論』学文社 ２０１１年。
４０）新宅純二郎 天野倫文編『ものづくりの国際経営戦略：アジアの産業地理学』有
斐閣 ２００９年。PP．１３，１６を参照。
４１）藤本隆宏 中沢孝夫編『グローバル化と日本のものづくり』放送大学教育振興会
２０１１年。
４２）渡部俊也編『グローバルビジネス戦略』白桃書房 ２０１１年。
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類製品の高い市場シェアを維持しているからも理解できる４３）。
しかし，近年の中国を見ると，従来の比較優位は顕著に弱まり，二度の５
カ年計画の期間に，従来の比較優位を継承しつつ新たな優位を実現すること
で，国家競争における優位を確立しなければならない状況下に置かれてい
る。
中国企業の国際経験は，競争優位のグレードアップのプロセスにとって
「陥穽」がある。対応が悪ければ，従来の比較優位を放棄することとなり，
グレードアップの「渋滞」を解決しうる方策を失い，経済を劣勢に陥らせる
ことを示している。これはラテンアメリカ国家に多い先例である。その他の
発展途上国と比較すると，中国はイノベーションなどの分野で一定の優位性
を持っているが，現在は中間の位置にあって，両方に配慮していくことを迫
られていると言えるであろう。その一方とは，イノベーションを核心能力と
する新たな競争の優位性を形成するよう努めることである。もう一方とは，
あらゆる手を尽くして既存の競争優位を維持することである。
２００４年以後，中国は「世界の工場」の終焉を迎え，「世界の市場」へ変貌
しつつある。生産・販売共に世界最大へと急成長した中国では，米欧日韓の
主要な製造業が現地資本との合弁によって参入しており，熾烈な競争を続け
ている。一国にこれだけの数の外資系企業が進出している例は他には無い。
ある意味で，中国市場のありようはグローバル競争の縮図と捉えることがで
きる。
多くの中国企業は「走出去」４４）の政策戦略で短期利益を得て，急成長がで
４３）中国国家統計局編『中国統計年鑑各年版』中国統計出版社。
４４）「走出去」は１９９９年，中国政府が海外投資を推進したことにより始まる。中国政
府と中国国際貿易促進委員会は，中国企業が中国市場及び海外市場で発展するた
めの国際的戦略を支持する政策を打ち出した。海外への投資に消極的であるのに
対し，中国は外資導入と海外への投資拡大に積極的である。走出去戦略の略称と
して「走出去」と呼ぶ。
中国が「走出去」を行う主因は以下の三つである。
１．中国の巨額の外貨準備高。これにより，人民元は切り上げ圧力にさらされ
ており，国際世論は変動相場制の採用を要求している。巨額の外貨準備を有
効に活用するために，中国は海外の優良資産を購入している。
３０６ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
きたが，２０１３年現在の中国国内市場の競争においては，ただ１９９０年代のよ
うに政府の保護貿易主義政策に頼るだけでは，もう生き残れない。中国企業
は，自分で生き残るため，企業自身の経営戦略や製造技術などの力を強化し
ないといけない。
本論文では，まずアーキテクチャ論の理論的変遷から着目し，アーキテク
チャ論の変化を述べながら，アーキテクチャの視点から中国製造業の現状を
検討した。そのうえで，今後中国製造業が生き残るためのアーキテクチャ選
択戦略について考察した。その結果，中国製造業は，多様化な国内消費者
ニーズの進化を追いかけねばならないため，アーキテクチャの選択戦略とし
て，もはや単純に一つだけ選択するのではなく，多様な選択をする段階に来
ていると考えられた。
（む・きん／経営学研究科博士後期課程／２０１３年１２月２日受理）
２．中国が改革開放を実施，２００１年には世界貿易機関に加入したことにより，
市場開放が進んだ。その結果，世界の優良企業が中国市場に参入すると中国
政府は予想した。そこで，中国企業が海外から先進的な技術や経営ノウハウ
を学ぶことで中国企業が，競争に生き残れるようにするため。
３．中国が世界トップクラスの企業を持つべきだという，国家の威信。
政策の主要なポイントは以下の五つである。
１．中国の直接対外投資の増加
２．製品の多様化
３．プロジェクトの質の改善
４．中国市場における融資チャネルの改善
５．EU及び米国市場における，中国企業のブランドの向上
魯桐『WTO与中国企業国際化』中共中央党校出版社 ２０００年。
天野倫文 大木博巳編『中国企業の国際化戦略：「走出去」政策と主要７社の新
興市場開拓』ジェトロ（日本貿易振興機構） ２００７年。
丸川知雄編『中国産業ハンドブック ２００１-２００２年版』蒼蒼社 ２０００年。
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Analysis of Chinese Manufacturing Industry
from the Perspective of Changing Architecture
TheoriesPossibilities of Diversified Strategic Choices of Architecture
MU Xin
The purpose of this essay is to make clear the possibilities of diversified
strategic choices of architecture in the contemporary manufacturing
industry in China. Main discussions are in the following three points.
First: How was the step-by-step change of architecture theories ?
Second: The present conditions of the manufacturing industry judging
from the viewpoint of the architecture in China.
Third: Are there possibilities of diversified alternative strategies of
architecture ?
３０８ 桃山学院大学経済経営論集 第５５巻第４号
